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本件は、Ｙ社（一般貨物自動車運送事業等を営む株式会社）に雇用され、トラック運転手として勤務していたＸが、Ｙ社に対し、時間外
労働、休日労働および深夜労働（合わせて以下、「時間外労働等」）に対する賃金ならびに付加金等の支払いを求めた事案です。

１ Y社の賃金体系の変更

Ｙ社は、設立当初、運転手従業員の給与を運送先によって決めていましたが、その後、運行内容等に応じて賃金の総額を決定した

後、その総額から定額の基本給と歩合給を差し引き、残額を時間外手当として従業員に支給する方法（以下、「旧給与体系」）をとるよ

うになりました。

平成２７年１０月頃、Ｙ社は、就業規則（以下、「平成２７年就業規則」）を作成しました。この施行後における賃金支払いに関して

も、旧給与体系と同様に運行内容等に応じて賃金の総額を決定し、その総額から定額の基本給と時間外手当を差し引き、その残額を

調整手当（本件時間外手当と調整手当からなる割増賃金を以下、「本件割増賃金」）として従業員に支給していました（以下、「新給与体

系」）。

つまり、いずれにおいても、賃金総額と本件割増賃金は、時間外労働の時間にかかわらず、一定となる給与体系となっていました。

２ 第一審及び原審

第一審は、上記の争点について、以下のように判断しました。

本件時間外手当は、デジタルタコグラフにより適正に労働時間を管理して支払っていたことから、対価性と明確区分性を有するこ

とは明らかであるとして、通常の労働時間の賃金に含まれないとしました。一方で、調整手当に関しては、旧給与体系で歩合給ないし

基礎賃金とされていた給与に相当するものであって、減額を生じさせないための調整弁として利用していたものに過ぎないとして、

明確区分性及び対価性を欠くものと判断しました。

原審も、本件時間外手当と調整手当に関する判断については、第一審の判断を維持しました。

平成２７年１２月以降、ＸとＹ社との間で割増賃金についてどのような合意があったか。

通常の労働時間の賃金はいくらか。

月所定労働時間は何時間か。

割増賃金の既払額はいくらか。

付加金請求権が認められるか。
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これらの争点に対する判断の中で、本件時間外手当と調整手当の支給規定が割増賃金としての対価性を有するか否かが、本件で特に
問題となりました。
本件事件においては、この本件時間外手当と調整手当の支給規定が割増賃金としての「対価性」を有するか否かが最も重要な点ですの

で、以下、この点に絞って解説します。
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判決のポイントⅢ

賃金総額から基本給等を控除した額が割増賃金額となる給与体系の適法性等
（熊本総合運輸事件）

３ 本判決

最高裁は、以下のとおり判断して、原審の判決を破棄して高裁に差し戻しました。

労基法第３７条について

労働基準法３７条は、法に定められた方法により算定された額を下回らない額の割増賃金を支払うことを義務づけているにとどまる
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本ニューズレター及び弁護士法人ALGからのリーガルサービスに関する情報（セミナー情報、法律相談に関する情報等を含みます。）をご希望される方は次のメー
ルアドレスに会社名、業種、氏名、役職、部署、電話番号及び配信希望先メールアドレスを記入したメールをお送りください。
弁護士法人 ALG は、本ニューズレター配信のために取得した個人情報について、弁護士法人 ALG からの各種ニューズレターの送信並びに各種リーガルサービ
スの紹介及び提供を行うために必要な範囲で利用させて頂きます。
なお、当該情報送信は、予告なく変更及び中止される場合があることをご了承ください。
■ 配信希望メールアドレス roumu＠avance-lg.com
お手数をおかけしますが、あらかじめ｢melmag@avance-lg.com｣のメールを受信できるように、設定をお願いいたします。

本ニューズレターは、具体的な案件についての法的助言を行うものではなく、一般的な情報提供を目的とするものです。
本ニューズレターに関するお問い合わせは、下記にお願いいたします。

（東京弁護士会所属）
東京法律事務所 〒163-1128  東京都新宿区西新宿6-22-1 新宿スクエアタワー 28F　　【連絡先】 TEL.03-4577-0757　FAX.03-5909-2454

各法律事務所 宇都宮・埼玉・千葉・横浜・名古屋・大阪・神戸・姫路・広島・福岡・タイ
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企業法務及び労働法務全般企業法務及び労働法務全般
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本事例からみる実務における留意事項Ⅳ

弁護士　浅井 峻也

割増賃金を固定額の手当で支払うことは、非生産的な残業の発生を抑制する効果が期待でき、経済合理性があります。他方で、その導

入の際には、生産的といえる時間外労働の時間数よりも、ある程度長い残業時間を想定して金額を設定することになります。これは、使

用者にとっては、想定残業時間が生産的残業時間を上回ることで損失が生じていることになります。

この点、本判決の補足意見においても、固定残業代の導入にあたって、通常の労働時間に対する賃金の水準をある程度抑制しようとす

ることを経済合理性のある行動であるとして、このこと自体をもって労働基準法３７条の趣旨を潜脱するものであると評価することは

相当でないと指摘がされており、固定残業代の導入にあたって、給与体系全体の見直しをして、基本給等の変更を行うことも、合理的な

範囲であれば許されるものといえます。

本判決は、事例判断ですが、賃金体系の見直しに際して、合理性のある変更と認められる範囲を検討することや変更時に十分な説明を

要することを明確にしており、実務上参考とすべき点があると思われます。本判決を踏まえると、固定残業代を導入するにあたっては、

賃金の仕組み全体を見たときに、固定残業代を支払っても時間外労働を抑制する趣旨が機能しないような、例えば、過重労働が生じても

定額で働かせ続けることができる賃金体系（労基法37条の趣旨に反する事態）に陥らないように留意する必要があると考えられます。

ため、使用者は、労働者に対し、上記方法以外の方法により算定された手当を時間外労働等の対価として支払うこともできます。

最高裁は、過去の判例を踏まえて、この手当の支払いにつき、同条の割増賃金を支払ったものといえるためには、通常の労働時間の賃

金に当たる部分と同条の割増賃金に当たる部分とを判別することができることが必要と示しました。

そして、ある手当が時間外労働等に対する対価として支払われるものとされているか否かは、雇用契約に係る契約書等の記載内容の
ほか、具体的事案に応じ、使用者の労働者に対する当該手当等に関する説明の内容、労働者の実際の労働時間等の勤務状況などの諸般の
事情を考慮して判断すべきであるという枠組みを示しました。

本判決の結論

最高裁は、時間外手当と調整手当を区別した第一審、原審とは異なり、本件時間外手当と調整手当とは、前者の額が定まることにより
当然に後者の額が定まるという関係にあり、両者が区別されていることについては、本件割増賃金の内訳として計算上区別された数額
に、それぞれ名称が付されているという以上の意味を見いだすことができないと指摘し、全体として時間外労働等に対する対価として
支払われるものとされているか否かを問題とすべきとし、本件時間外手当と調整手当を一体のものとして評価しました。その結果、これ
らを区別していた下級審とは異なる結論に至っています。

Ｙ社の新旧の賃金体系を比較すると、通常の労働時間に対する賃金額について、旧給与体系では１時間当たり平均１３００～１４０

０円程度であったのに対し、新給与体系の下においては１時間当たり平均約８４０円となっており、旧給与体系の下における水準から

大きく減少する変更となっていました。この差は、これまで通常の労働時間に対する賃金として支払われていた歩合給を、金額は大きく

変えないまま、調整手当として割増賃金の支払いに位置づけを変えたことから生じています。また、本件割増賃金が時間外労働等に対す

る対価として支払われるものと仮定すると、実際の勤務状況に照らして想定し難い程度の長時間の時間外労働等を見込んだ過大な割増

賃金が支払われる賃金体系が導入されたと言えるものでした。これらの労働者にとって不利益な事項などについて、「十分な説明」が行

われていなかったことも消極的な評価がなされています。

最高裁は、上記２点を指摘したうえで、本件割増賃金について、その実質において、時間外労働等の有無やその多寡と直接関係なく決

定される賃金総額を超えて労働基準法３７条の割増賃金が生じないようにすべく、旧給与体系の下においては通常の労働時間の賃金に
当たる基本歩合給として支払われていた賃金の一部につき、名目のみを本件割増賃金に置き換えて支払うことを内容とする賃金体系で
あると判断しました。
したがって、最高裁は、平成２７年就業規則に基づく本件割増賃金につき、通常の労働時間の賃金に当たる部分と労働基準法３７条の

割増賃金に当たる部分とを判別できないため、本件割増賃金の支払によって、同条の割増賃金が支払われたものということはできない

と結論付けました。

（名古屋法律事務所所属）

厚労省からの通達や最高裁の判例を掲載していますので、是非ご覧ください。


